
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　［Ａ］（ａ１）不飽和カルボン酸および／または不飽和カルボン酸無水物、（ａ２）エ
ポキシ基含有不飽和化合物、（ａ３）マレイミド系モノマーおよび（ａ４）その他のオレ
フィン系不飽和化合物の共重合体、並びに
［Ｂ］１，２－キノンジアジド化合物
が含有されていることを特徴とする 感放射線性樹脂組成物。
【請求項２】
　以下の工程を以下に記載順で含むことを特徴とする層間絶縁膜の形成方法。
（１）請求項 に記載の 感放射線性樹脂組成物の塗膜を基板表面に形成
する工程、
（２）該塗膜に放射線を照射した後現像する工程、
（３）焼成する工程。
【請求項３】
　請求項 に記載の 感放射線性樹脂組成物より形成された層間絶縁膜。
【請求項４】
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［Ａ］（ａ１）不飽和カルボン酸および／または不飽和カルボン酸無水物、（ａ２）エ
ポキシ基含有不飽和化合物、（ａ３）マレイミド系モノマーおよび（ａ４）その他のオレ
フィン系不飽和化合物の共重合体、並びに
［Ｂ］１，２－キノンジアジド化合物



感放射線性樹脂組成物。
【請求項５】
　以下の工程を以下に記載順で含むことを特徴とするマイクロレンズの形成方法。
（１）請求項 に記載の 感放射線性樹脂組成物の塗膜を基板表面に
形成する工程、
（２）該塗膜に放射線を照射した後現像する工程、
（３）焼成する工程。
【請求項６】
　請求項 に記載の 感放射線性樹脂組成物より形成されたマイクロ
レンズ。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
　本発明は、フォトリソグラフィー法による層間絶縁膜 マイクロレンズの に

る感放射線性樹脂組成物に関する。
【０００２】
【従来の技術】
　一般に、薄膜トランジスタ（以下、「ＴＦＴ」と記す。）型液晶表示素子や磁気ヘッド
素子、集積回路素子、固体撮像素子などの電子部品には、層状に配置される配線の間を絶
縁するために層間絶縁膜が設けられている。層間絶縁膜を形成する材料としては、必要と
するパターン形状の層間絶縁膜を得るための工程数が少なくしかも十分な平坦性を有する
層間絶縁膜が得られるという特徴を持つ、感放射線性樹脂組成物が幅広く使用されている
。
　ＴＦＴ型液晶表示素子は、上記の層間絶縁膜の上に、透明電極膜を形成し、さらにその
上に液晶配向膜を形成する工程を経て製造される。
　その際、透明電極膜を形成する工程および液晶配向膜を形成する工程において加熱され
るため、層間絶縁膜の耐熱性が十分でない場合には、透明電極膜中に絶縁膜からの蒸散物
が混入し、透明電極膜の電気抵抗を上げて導通を低下させたり、あるいは層間絶縁膜自体
が着色して透明性が低下するといった問題が生ずる。　また、絶縁膜が耐溶剤性の低いも
のである場合には、絶縁膜形成後の電極形成工程において 電極のパターニングのための
エッチ 液、レジスト剥離液等の有機溶剤と接触することにより、当該絶縁膜が膨潤、
変形したり、基板から剥離するなどといった障害が生じる場合がある。
【０００３】
　一方、ファクシミリ、電子複写機、固体撮像素子等のオンチップカラーフィルターの結
像光学系あるいは光ファイバコネクタの光学系材料として ３～１００μｍ程度のレンズ
径を有するマイクロレンズ、またはそれらのマイクロレンズを規則的に配列したマイクロ
レンズアレイが使用されている。
　マイクロレンズまたはマイクロレンズアレイの形成には、レンズパターンを形成した後
、加熱処理することによってパターンをメルトフローさせ、そのままレンズとして利用す
る方法や、メルトフローさせたレンズパターンをマスクにしてドライエッチングにより下
地にレンズ形状を転写させる方法等が知られている。前記レンズパターンの形成には、望
みの曲率半径を有するマイクロレンズが得られるという特徴を持つ、感放射線性樹脂組成
物が幅広く使用されている。
【０００４】
　このようなマイクロレンズは、その形成工程、または配線等の周辺装置の形成工程にお
いて、高温での加熱処理が行われる。このとき、マイクロレンズ用材料の耐熱性が不十分
な場合には、マイクロレンズが着色したり、レンズ形状が変形するなどし、マイクロレン
ズとしての機能を果たさなくなる場合がある。
　また、マイクロレンズ形成後に電極、配線形成工程が行われる場合があり、マイクロレ
ンズ材料の耐溶剤性が不十分な場合には、エッチ 液やレジスト剥離液等の有機溶剤に
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よるマイクロレンズの変形、剥離といった問題が生ずることがある。
【０００５】
【発明が解決しようとする課題】
　本発明は、以上のような事情に基づいてなされたものであって、その目的は、高い感放
射線性を有し、しかも、耐溶剤性、透明性および耐熱性に優れたパターン状薄膜を容易に
形成することができる、層間絶縁膜 マイクロレンズの形成に る感放射線性
樹脂組成物を提供することにある。
【０００６】
【問題を解決するための手段】
　本発明の上記目的および利点は、
［Ａ］（ａ１）不飽和カルボン酸および／または不飽和カルボン酸無水物（以下、「化合
物（ａ１）」ともいう。）、（ａ２）エポキシ基含有不飽和化合物（以下、「化合物（ａ
２）」ともいう。）、（ａ３）マレイミド系モノマー（以下、「化合物（ａ３）」ともい
う。）および（ａ４）その他のオレフィン系不飽和化合物（以下、「化合物（ａ４）」と
もいう。）の共重合体（以下、「共重合体［Ａ］」ともいう。）、並びに
［Ｂ］１，２－キノンジアジド化合物
が含有されていることを特徴とする 感放射線性樹脂組成物

によって達成される。
　

【０００７】
　以下、本発明の感放射線性樹脂組成物について詳述する。
　本発明の感放射線性樹脂組成物は、共重合体［Ａ］および キノンジアジ
ド化合物 ることを特徴とする。
【０００８】
　
　共重合体［Ａ］は、化合物（ａ１）、化合物（ａ２）、化合物（ａ３）および化合物（
ａ４）を溶媒中で、重合開始剤の存在下にラジカル重合することによって製造することが
できる。
【０００９】
　本発明で用いられる共重合体［Ａ］は、化合物（ａ１）から誘導される構成単位を、化
合物（ａ１）、 （ａ２）、 （ａ３）および （ａ４）から誘導される繰
り返し単位の合計に基づいて、好ましくは５～４０重量％、特に好ましくは１０～３０重
量％含有している。この構成単位が５重量％未満である共重合体はアルカリ水溶液に溶解
しにくくなり、一方４０重量％を超える共重合体はアルカリ水溶液に対する溶解性が大き
くなりすぎる傾向にある。
　化合物（ａ１）としては、例えばアクリル酸、メタクリル酸、クロトン酸などのモノカ
ルボン酸；
マレイン酸、フマル酸、シトラコン酸、メサコン酸、イタコン酸などのジカルボン酸；お
よびこれら ジカルボン酸の無水物；
こはく酸モノ〔２－（メタ）アクリロイロキシエチル〕、フタル酸モノ〔２－（メタ）ア
クリロイロキシエチル〕 の２価以上の多価カルボン酸のモノ〔（メタ）アクリロイロ
キシアルキル〕エステル類；
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物（ａ１）」ともいう。）、（ａ２）エポキシ基含有不飽和化合物（以下、「化合物（ａ
２）」ともいう。）、（ａ３）マレイミド系モノマー（以下、「化合物（ａ３）」ともい
う。）および（ａ４）その他のオレフィン系不飽和化合物（以下、「化合物（ａ４）」と
もいう。）の共重合体（以下、「共重合体［Ａ］」ともいう。）、並びに
［Ｂ］１，２－キノンジアジド化合物
が含有されていることを特徴とするマイクロレンズ形成用感放射線性樹脂組成物

以下では、前記層間絶縁膜形成用感放射線性樹脂組成物およびマイクロレンズ形成用感
放射線性樹脂組成物をまとめて「本発明の感放射線性樹脂組成物」ともいう。

［Ｂ］１，２－
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化合物 化合物 化合物
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ω－カルボキシポリカプロラクトンモノ（メタ）アクリレート の両末端にカルボキシ
ル基と水酸基とを有するポリマーのモノ（メタ）アクリレート類

が挙げられる。
　これらのうち、アクリル酸、メタクリル酸、無水マレイン酸などが共重合反応性、アル
カリ水溶液に対する溶解性および入手が容易である点から好ましく用いられる。これらは
、単独であるいは組み合わせて用いられる。
【００１０】
　本発明で用いられる共重合体［Ａ］は、化合物（ａ２）から誘導される構成単位を、化
合物（ａ１）、 （ａ２）、 （ａ３）および （ａ４）から誘導される繰
り返し単位の合計に基づいて、好ましくは１０～７０重量％、特に好ましくは２０～６０
重量％含有している。この構成単位が１０重量％未満の場合は得られる 絶縁膜の耐熱
性、表面硬度が低下する傾向にあり、一方７０重量％を超える場合は共重合体の保存安定
性が低下する傾向にある。
【００１１】
　化合物（ａ２）としては、例えばアクリル酸グリシジル、メタクリル酸グリシジル、α
－エチルアクリル酸グリシジル、α－ｎ－プロピルアクリル酸グリシジル、α－ｎ－ブチ
ルアクリル酸グリシジル、アクリル酸－３，４－エポキシブチル、メタクリル酸－３，４
－エポキシブチル、アクリル酸－６，７－エポキシヘプチル、メタクリル酸－６，７－エ
ポキシヘプチル、α－エチルアクリル酸－６，７－エポキシヘプチル、 ビニルベンジ
ルグリシジルエーテル、 ビニルベンジルグリシジルエーテル、 ビニルベンジルグ
リシジルエーテルなどが挙げられる。
　これらのうち、メタクリル酸グリシジル、メタクリル酸－６，７－エポキシヘプチル、

ビニルベンジルグリシジルエーテル、 ビニルベンジルグリシジルエーテル、
ビニルベンジルグリシジルエーテルなどが共重合反応性および得られる 絶縁膜の耐熱
性、表面硬度を高める点から好ましく用いられる。これらは、単独であるいは組み合わせ
て用いられる。
【００１２】
　本発明で用いられる共重合体［Ａ］は、化合物（ａ３）から誘導される構成単位を、化
合物（ａ１）、 （ａ２）、 （ａ３）および （ａ４）から誘導される繰
り返し単位の合計に基づいて、好ましくは２～５０重量％、特に好ましくは５～４０重量
％含有している。この構成単位が５重量％未満の場合は耐熱性、耐薬品性、表面硬度が低
下する傾向にあり、一方５０重量％を超える場合は塗膜の成膜性が低下する傾向にある。
【００１３】
　 （ａ３）としては、フェニルマレイミド、シクロヘキシルマレイミド、ベンジル
マレイミド、Ｎ－スクシンイミジル－３－マレイミドベンゾエート、Ｎ－スクシンイミジ
ル－４－マレイミドブチレート、Ｎ－スクシンイミジル－６－マレイミドカプロエート、
Ｎ－スクシンイミジル－３－マレイミドプロピオネート、Ｎ－（９－アクリジニル）マレ
イミドを挙げることができる。これらは 単独で 組み合わせて る。
【００１４】
　本発明で用いられる共重合体［Ａ］は、化合物（ａ４）から誘導される構成単位を、化
合物（ａ１）、 （ａ２）、 （ａ３）および （ａ４）から誘導される繰
り返し単位の合計に基づいて、好ましくは１０～７０重量％、特に好ましくは１５～５０
重量％含有している。この構成単位が１０重量％未満の場合は共重合体［Ａ］の保存安定
性が低下する傾向にあり、一方７０重量％を超える場合は共重合体［Ａ］がアルカリ水溶
液に溶解しにくくなる傾向にある。
【００１５】
　化合物（ａ４）としては、例えばメチルメタクリレート、エチルメタクリレート、ｎ－
ブチルメタクリレート、ｓｅｃ－ブチルメタクリレート、ｔ－ブチルメタクリレートなど
のメタクリル酸アルキルエステル；メチルアクリレート、イソプロピルアクリレートなど
のアクリル酸アルキルエステル；シクロヘキシルメタクリレート、２－メチルシクロヘキ
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シルメタクリレート、トリシクロ［５．２．１．０ 2 , 6  ］デカン－８－イル　メタクリレ
ート（当該技術分野で慣用名としてジシクロペンタニルメタクリレートといわれている）
、ジシクロペンタニルオキシエチルメタクリレート、イソボロニルメタクリレートなどの
メタクリル酸環状アルキルエステル；シクロヘキシルアクリレート、２－メチルシクロヘ
キシルアクリレート、トリシクロ［５．２．１．０ 2 , 6  ］デカン－８－イル　アクリレー
ト（当該技術分野で慣用名としてジシクロペンタニルアクリレートといわれている）、ジ
シクロペンタニルオキシエチルアクリレート、イソボロニルアクリレートなどのアクリル
酸環状アルキルエステル；フェニルメタクリレート、ベンジルメタクリレートなどのメタ
クリル酸アリールエステル；フェニルアクリレート、ベンジルアクリレートなどのアクリ
ル酸アリールエステル；マレイン酸ジエチル、フマル酸ジエチル、イタコン酸ジエチルな
どの不飽和ジカルボン酸ジエステル；
２－ヒドロキシエチルメタクリレート、２－ヒドロキシプロピルメタクリレートなどの

ヒドロキシアルキルエステル；
【００１６】
ビシクロ  [２．２．１ ] ヘプト－２－エン、
５－メチルビシクロ  [２．２．１ ] ヘプト－２－エン、
５－エチルビシクロ  [２．２．１ ] ヘプト－２－エン、
５－ヒドロキシビシクロ  [２．２．１ ] ヘプト－２－エン、
５－カルボキシビシクロ  [２．２．１ ] ヘプト－２－エン、
５－ヒドロキシメチルビシクロ  [２．２．１ ] ヘプト－２－エン、
５－（２－ヒドロキシエチル）ビシクロ  [２．２．１ ] ヘプト－２－エン、
５－メトキシビシクロ  [２．２．１ ] ヘプト－２－エン、
５－エトキシビシクロ  [２．２．１ ] ヘプト－２－エン、
５，６－ジヒドロキシビシクロ  [２．２．１ ] ヘプト－２－エン、
５，６－ジカルボキシビシクロ  [２．２．１ ] ヘプト－２－エン、
５，６－ジ（ヒドロキシメチル）ビシクロ  [２．２．１ ] ヘプト－２－エン、
５，６－ジ（２－ヒドロキシエチル）ビシクロ  [２．２．１ ] ヘプト－２－エン、
５，６－ジメトキシビシクロ  [２．２．１ ] ヘプト－２－エン、
５，６－ジエトキシビシクロ  [２．２．１ ] ヘプト－２－エン、
５－ヒドロキシ－５－メチルビシクロ  [２．２．１ ] ヘプト－２－エン、
５－ヒドロキシ－５－エチルビシクロ  [２．２．１ ] ヘプト－２－エン、
５－カルボキシ－５－メチルビシクロ  [２．２．１ ] ヘプト－２－エン、
５－カルボキシ－５－エチルビシクロ  [２．２．１ ] ヘプト－２－エン、
５－ヒドロキシメチル－５－メチルビシクロ  [２．２．１ ] ヘプト－２－エン、５－カル
ボキシ－６－メチルビシクロ  [２．２．１ ] ヘプト－２－エン、
５－カルボキシ－６－エチルビシクロ  [２．２．１ ] ヘプト－２－エン、
５，６－ジカルボキシビシクロ  [２．２．１ ] ヘプト－２－エン無水物（ハイミック酸無
水物）、
５－ｔ－ブトキシカルボニルビシクロ  [２．２．１ ] ヘプト－２－エン、
５－シクロヘキシルオキシカルボニルビシクロ  [２．２．１ ] ヘプト－２－エン、
５－フェノキシカルボニルビシクロ  [２．２．１ ] ヘプト－２－エン、
５，６－ジ（ｔ－ブトキシカルボニル）ビシクロ  [２．２．１ ] ヘプト－２－エン、
５，６－ジ（シクロヘキシルオキシカルボニル）ビシクロ  [２．２．１ ] ヘプト－２－エ
ン のビシクロ不飽和化合物類；
【００１７】
スチレン、α－メチルスチレン、ｍ－メチルスチレン、ｐ－メチルスチレン、ｐ－メトキ
シスチレン、アクリロニトリル、メタクリロニトリル、塩化ビニル、塩化ビニリデン、ア
クリルアミド、メタクリルアミド、酢酸ビニル、１，３－ブタジエン、イソプレン、２，
３－ジメチル－１，３－ブタジエンなどが挙げられる。
　これらのうち、スチレン、ｔ－ブチルメタクリレート、ジシクロペンタニルメタクリレ
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ート、ｐ－メトキシスチレン、２－メチルシクロヘキシルアクリレート、１，３－ブタジ
エン、ビシクロ  [２．２．１ ] ヘプト－２－エンなどが共重合反応性および

アルカリ水溶液に対する溶解性の点から好ましい。これらは、単独であるいは組み合
わせて用いられる。
【００１８】
　本発明で用いられる共重合体［Ａ］は、ポリスチレン換算重量平均分子量（以下、「Ｍ
ｗ」という）が、通常、２× 103  ～１× 105  、好ましくは５× 103  ～５× 104  であること
が望ましい。Ｍｗが２× 103  未満であると、現像性、残膜率などが低下したり、またパタ
ーン形状、耐熱性などに劣ることがあり、一方１×
105  を超えると、感度が低下したりパターン形状に劣ることがある。
【００１９】
　上記のように本発明で用いられる共重合体［Ａ］は、カルボキシル基および／またはカ
ルボン酸無水物基 エポキシ基とを有しており、アルカリ水溶液に対して適切な溶解性を
有するとともに、特別な硬化剤を併用しなくとも加熱により容易に硬化させることができ
る。
【００２０】
　上記の共重合体［Ａ］を含む感放射線性樹脂組成物は、現像する際に現像残りを生じる
ことなく、また膜べりすることなく、容易に所定パターン形状を形成することができる。
【００２１】
　共重合体［Ａ］の製造に用いられる溶媒としては、具体的には、例えばメタノール、エ
タノールなどのアルコール類；テトラヒドロフランなどのエーテル類；エチレングリコー
ルモノメチルエーテル、エチレングリコールモノエチルエーテルなどのグリコールエーテ
ル類；メチルセロソルブアセテート、エチルセロソルブアセテートなどのエチレングリコ
ールアルキルエーテルアセテート類；ジエチレングリコールモノメチルエーテル、ジエチ
レングリコールモノエチルエーテル、ジエチレングリコールジメチルエーテル、ジエチレ
ングリコールジエチルエーテル、ジエチレングリコールエチルメチルエーテルなどのジエ
チレングリコール類；プロピレングリコールメチルエーテル、プロピレングリコールエチ
ルエーテル、プロピレングリコールプロピルエーテル、プロピレングリコールブチルエー
テルなどのプロピレングリコールモノアルキルエーテル類；プロピレングリコールメチル
エーテルアセテート、プロピレングリコールエチルエーテルアセテート、プロピレングリ
コールプロピルエーテルアセテート、プロピレングリコールブチルエーテルアセテートな
どのプロピレングリコールアルキルエーテルアセテート類；プロピレングリコールメチル
エーテルプロピオネート、プロピレングリコールエチルエーテルプロピオネート、プロピ
レングリコールプロピルエーテルプロピオネート、プロピレングリコールブチルエーテル
プロピオネートなどのプロピレングリコールアルキルエーテル 類；トルエ
ン、キシレンなどの芳香族炭化水素類；
【００２２】
メチルエチルケトン、シクロヘキサノン、４－ヒドロキシ－４－メチル－２－ペンタノン
などのケトン類；および酢酸メチル、酢酸エチル、酢酸プロピル、酢酸ブチル、２－ヒド
ロキシプロピオン酸エチル、２－ヒドロキシ－２－メチルプロピオン酸メチル、２－ヒド
ロキシ－２－メチルプロピオン酸エチル、ヒドロキシ酢酸メチル、ヒドロキシ酢酸エチル
、ヒドロキシ酢酸ブチル、乳酸メチル、乳酸エチル、乳酸プロピル、乳酸ブチル、３－ヒ
ドロキシプロピオン酸メチル、３－ヒドロキシプロピオン酸エチル、３－ヒドロキシプロ
ピオン酸プロピル、３－ヒドロキシプロピオン酸ブチル、２－ヒドロキシ－３－メチルブ
タン酸メチル、メトキシ酢酸メチル、メトキシ酢酸エチル、メトキシ酢酸プロピル、メト
キシ酢酸ブチル、エトキシ酢酸メチル、エトキシ酢酸エチル、エトキシ酢酸プロピル、エ
トキシ酢酸ブチル、プロポキシ酢酸メチル、プロポキシ酢酸エチル、プロポキシ酢酸プロ
ピル、プロポキシ酢酸ブチル、ブトキシ酢酸メチル、ブトキシ酢酸エチル、ブトキシ酢酸
プロピル、ブトキシ酢酸ブチル、２－メトキシプロピオン酸メチル、２－メトキシプロピ
オン酸エチル、２－メトキシプロピオン酸プロピル、２－メトキシプロピオン酸ブチル、
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２－エトキシプロピオン酸メチル、２－エトキシプロピオン酸エチル、２－エトキシプロ
ピオン酸プロピル、２－エトキシプロピオン酸ブチル、２－ブトキシプロピオン酸メチル
、２－ブトキシプロピオン酸エチル、２－ブトキシプロピオン酸プロピル、２－ブトキシ
プロピオン酸ブチル、３－メトキシプロピオン酸メチル、３－メトキシプロピオン酸エチ
ル、３－メトキシプロピオン酸プロピル、３－メトキシプロピオン酸ブチル、３－エトキ
シプロピオン酸メチル、３－エトキシプロピオン酸エチル、３－エトキシプロピオン酸プ
ロピル、３－エトキシプロピオン酸ブチル、３－プロポキシプロピオン酸メチル、３－プ
ロポキシプロピオン酸エチル、３－プロポキシプロピオン酸プロピル、３－プロポキシプ
ロピオン酸ブチル、３－ブトキシプロピオン酸メチル、３－ブトキシプロピオン酸エチル
、３－ブトキシプロピオン酸プロピル、３－ブトキシプロピオン酸ブチルなどのエステル
類が挙げられる。
【００２３】
　共重合体［Ａ］の製造に用いられる重合開始剤としては、一般的にラジカル重合開始剤
として知られているものが使用でき、例えば２，２’－アゾビスイソブチロニトリル、２
，２’－アゾビス－（２，４－ジメチルバレロニトリル）、２，２’－アゾビス－（４－
メトキシ－２，４－ジメチルバレロニトリル）などのアゾ化合物；ベンゾイルペルオキシ
ド、ラウロイルペルオキシド、ｔ－ブチルペルオキシピバレート、１，１’－ビス－（ｔ
－ブチルペルオキシ）シクロヘキサンなどの有機過酸化物；および過酸化水素が挙げられ
る。ラジカル重合開始剤として過酸化物を用いる場合には、過酸化物を還元剤とともに用
いてレドックス型開始剤としてもよい。
【００２４】
　
　本発明で用いられる１，２－キノンジアジド化合物としては、例えば１，２－ベンゾキ
ノンジアジドスルホン酸エステル、１，２－ナフトキノンジアジドスルホン酸エステル、
１，２－ベンゾキノンジアジドスルホン酸アミドおよび１，２－ナフトキノンジアジドス
ルホン酸アミド を挙げることができる。
【００２５】
　これらの具体例としては、２，３，４－トリヒドロキシベンゾフェノン－１，２－ナフ
トキノンアジド－４－スルホン酸エステル、２，３，４－トリヒドロキシベンゾフェノン
－１，２－ナフトキノンジアジド－５－スルホン酸エステル、２，４，６－トリヒドロキ
シベンゾフェノン－１，２－ナフトキノンジアジド－４－スルホン酸エステル、２，４，
６－トリヒドロキシベンゾフェノン－１，２－ナフトキノンジアジド－５－スルホン酸エ
ステル のトリヒドロキシベンゾフェノンの１，２－ナフトキノンジアジドスルホン酸
エステル類；２，２’，４，４’－テトラヒドロキシベンゾフェノン－１，２－ナフトキ
ノンジアジド－４－スルホン酸エステル、２，２’，４ ,４’－テトラヒドロキシベンゾ
フェノン－１，２－ナフトキノンジアジド－５－スルホン酸エステル、２，３，４，３’
－テトラヒドロキシベンゾフェノン－１，２－ナフトキノンジアジド－４－スルホン酸エ
ステル、２，３，４，３’－テトラヒロキシベンゾフェノン－１，２－ナフトキノンジア
ジド－５－スルホン酸エステル、２，３，４，４’－テトラヒドロキシベンゾフェノン－
１，２－ナフトキノンジアジド－４－スルホン酸エステル、２，３，４，４’－テトラヒ
ドロキシベンゾフェノン－１，２－ナフトキノンジアジド－５－スルホン酸エステル、２
，３，４，２’－テトラヒドロキシ－４’－メチルベンゾフェノン－１，２－ナフトキノ
ンジアジド－４－スルホン酸エステル、２，３，４，２’－テトラヒドロキシ－４’－メ
チルベンゾフェノン－１，２－ナフトキノンジアジド－５－スルホン酸エステル、２，３
，４，４’－テトラヒドロキシ－３’－メトキシベンゾフェノン－１，２－ナフトキノン
ジアジド－４－スルホン酸エステル、２，３，４，４’－テトラヒドロキシ－３’－メト
キシベンゾフェノン－１，２－ナフトキノンジアジド－５－スルホン酸エステル のテ
トラヒドロキシベンゾフェノンの１，２－ナフトキノンジアジドスルホン酸エステル；
【００２６】
２，３，４，２’，６’－ペンタヒドロキシベンゾフェノン－１，２－ナフトキノンジア
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ジド－４－スルホン酸エステル、２，３，４，２’，６’－ペンタヒドロキシベンゾフェ
ノン－１，２－ナフトキノンジアジド－５－スルホン酸エステル のペンタヒドロキシ
ベンゾフェノンの１，２－ナフトキノンジアジドスルホン酸エステル；２，４，６，３’
，４’，５’－ヘキサヒドロキシベンゾフェノン－１，２－ナフトキノンジアジド－４－
スルホン酸エステル、２，４，６，３’，４’，５’－ヘキサヒドロキシベンゾフェノン
－１，２－ナフトキノンジアジド－５－スルホン酸エステル、３，４，５，３’，４’，
５’－ヘキサヒドロキシベンゾフェノン－１，２－ナフトキノンジアジド－４－スルホン
酸エステル、３，４，５，３’，４’，５’－ヘキサヒドロキシベンゾフェノン－１，２
－ナフトキノンジアジド－５－スルホン酸エステル のヘキサヒドロキシベンゾフェノ
ンの１，２－ナフトキノンジアジドスルホン酸エステル；
【００２７】
ビス（２，４－ジヒドロキシフェニル）メタン－１，２－ナフトキノンジアジド－４－ス
ルホン酸エステル、ビス（２，４－ジヒドロキシフェニル）メタン－１，２－ナフトキノ
ンジアジド－５－スルホン酸エステル、ビス（ｐ－ヒドロキシフェニル）メタン－１，２
－ナフトキノンジアジド－４－スルホン酸エステル、ビス（ｐ－ヒドロキシフェニル）メ
タン－１，２－ナフトキノンジアジド－５－スルホン酸エステル、トリ（ｐ－ヒドロキシ
フェニル）メタン－１，２－ナフトキノンジアジド－４－スルホン酸エステル、トリ（ｐ
－ヒドロキシフェニル）メタン－１，２－ナフトキノンジアジド－５－スルホン酸エステ
ル、１，１，１－トリ（ｐ－ヒドロキシフェニル）エタン－１，２－ナフトキノンジアジ
ド－４－スルホン酸エステル、１，１，１－トリ（ｐ－ヒドロキシフェニル）エタン－１
，２－ナフトキノンジアジド－５－スルホン酸エステル、ビス（２，３，４－トリヒドロ
キシフェニル）メタン－１，２－ナフトキノンジアジド－４－スルホン酸エステル、ビス
（２，３，４－トリヒドロキシフェニル）メタン－１，２－ナフトキノンジアジド－５－
スルホン酸エステル、２ ,２－ビス（２，３，４－トリヒドロキシフェニル）プロパン－
１，２－ナフトキノンジアジド－４－スルホン酸エステル、２，２－ビス（２，３，４－
トリヒドロキシフェニル）プロパン－１，２－ナフトキノンジアジド－５－スルホン酸エ
ステル、１，１，３－トリス（２，５－ジメチル－４－ヒドロキシフェニル）－３－フェ
ニルプロパン－１，２－ナフトキノンジアジド－４－スルホン酸エステル、１，１，３－
トリス（２，５－ジメチル－４－ヒドロキシフェニル）－３－フェニルプロパン－１，２
－ナフトキノンジアジド－５－スルホン酸エステル、
【００２８】
４，４’－〔１－〔４－〔１－〔４－ヒドロキシフェニル〕－１－メチルエチル〕フェニ
ル〕エチリデン〕ビスフェノール－１，２－ナフトキノンジアジド－４－スルホン酸エス
テル、４，４’－〔１－〔４－〔１－〔４－ヒドロキシフェニル〕－１－メチルエチル〕
フェニル〕エチリデン〕ビスフェノール－１，２－ナフトキノンジアジド－５－スルホン
酸エステル、ビス（２，５－ジメチル－４－ヒドロキシフェニル）－２－ヒドロキシフェ
ニルメタン－１，２－ナフトキノンジアジド－４－スルホン酸エステル、ビス（２，５－
ジメチル－４－ヒドロキシフェニル）－２－ヒドロキシフェニルメタン－１，２－ナフト
キノンジアジド－５－スルホン酸エステル、３，３，３’，３’－テトラメチル－１，１
’－スピロビインデン－５，６，７，５’，６’，７’－ヘキサノール－１，２－ナフト
キノンジアジド－４－スルホン酸エステル、３，３，３’，３’－テトラメチル－１，１
’－スピロビインデン－５，６，７，５’，６’，７’－ヘキサノール－１，２－ナフト
キノンジアジド－５－スルホン酸エステル、２，２，４－トリメチル－７，２’，４’－
トリヒドロキシフラバン－１，２－ナフトキノンジアジド－４－スルホン酸エステル、２
，２，４－トリメチル－７，２’，４’－トリヒドロキシフラバン－１，２－ナフトキノ
ンジアジド－５－スルホン酸エステル の（ポリヒドロキシフェニル）アルカンの１，
２－ナフトキノンジアジドスルホン酸エステルが挙げられる。
【００２９】
　また、上記例示した１，２－ナフトキノンジアジドスルホン酸エステル類のエステル結
合をアミド結合に変更した１，２－ナフトキノンジアジドスルホン酸アミド類 例えば２
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，３，４－トリヒドロキシベンゾフェノン－１，２－ナフトキノンジアジド－４－スルホ
ン酸アミド も好適に使用される。
　これらの は、単独で 組み合わせて用い る。
【００３０】
　［Ｂ］成分の使用割合は、 ［Ａ］１００重量部に対して、好ましくは５～１０
０重量部、より好ましくは１０～５０重量部である。
　この割合が５重量部未満の場合には、放射線の照射によって生成する酸量が少ないため
、放射線の照射部分と未照射部分との現像液となるアルカリ水溶液に対する溶解度の差が
小さく、パターニングが困難となる。また、エポキシ基の反応に関与する酸の量が少なく
なるため、十分な耐熱性および耐溶剤性が得られない。一方、この割合が１００重量部を
超える場合には、短時間の放射線の照射では、未反応の［Ｂ］成分が多量に残存するため
、前記アルカリ水溶液への不溶化効果が高すぎて現像することが困難となる。
【００３１】

　本発明の感放射線性樹脂組成物においては、上記の［Ａ］成分および［Ｂ］成分の他に
、必要に応じて、［Ｃ］感熱性酸生成化合物、［Ｄ］少なくとも１個のエチレン性不飽和
二重結合を有する重合性化合物、［Ｅ］エポキシ樹脂、 、および

を含有させることができる。
【００３２】
　上記［Ｃ］感熱性酸生成化合物は、耐熱性や硬度を向上させるために用いることができ
る。その具体例としては、フッ化アンチモン類が挙げられ、市販品としては、サンエイド
ＳＩ－Ｌ８０、 ＳＩ－Ｌ１１０、 ＳＩ－Ｌ１５０（三新化学工業（株）製） が挙
げられる。
【００３３】
　［Ｃ］成分の使用割合は、共重合体［Ａ］１００重量部に対して、好ましくは２０重量
部以下、より好ましくは特に５重量部以下である。
　この割合が２０重量部を超える場合には、析出物が発生し、パターニングが困難となる
場合がある。
【００３４】
　 ［Ｄ］少なくとも１個のエチレン性不飽和二重結合を有する重合性化合物としては
、例えば単官能（メタ）アクリレート、２官能（メタ）アクリレートまたは３官能以上の
（メタ）アクリレートを好適に用いることができる。
【００３５】
　上記単官能（メタ）アクリレートとしては、例えば２－ヒドロキシエチル（メタ）アク
リレート、カルビトール（メタ）アクリレート、イソボロニル（メタ）アクリレート、３
－メトキシブチル（メタ）アクリレート、２－（メタ）アクリロイ キシエチル－２－ヒ
ドロキシプロピルフタレートなどが挙げられる。
　これらの市販品としては、例えばアロニックスＭ－１０１、同Ｍ－１１１、同Ｍ－１１
４（東亜合成（株）製）、ＫＡＹＡＲＡＤ　ＴＣ－１１０Ｓ、同ＴＣ－１２０Ｓ（日本化
薬（株）製）、ビスコート１５８、同２３１１（大阪有機化学工業（株）製） が挙げ
られる。
【００３６】
　上記２官能（メタ）アクリレートとしては、例えばエチレングリコール （メタ）アク
リレート、１，６－ヘキサンジオールジ（メタ）アクリレート、１，９－ノナンジオール
ジ（メタ）アクリレート、ポリプロピレングリコールジ（メタ）アクリレート、テトラエ
チレングリコールジ（メタ）アクリレート、ビスフェノキシエタノールフルオレンジアク
リレート、ビスフェノキシエタノールフルオレンジアクリレートなどが挙げられる。
　これらの市販品としては、例えばアロニックスＭ－２１０、同Ｍ－２４０、同Ｍ－６２
００（東亜合成（株）製）、ＫＡＹＡＲＡＤ　ＨＤＤＡ、同ＨＸ－２２０、同Ｒ－６０４
（日本化薬（株）製）、ビスコート２６０、同３１２、同３３５ＨＰ（大阪有機化学工業
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（株）製）などが挙げられる。
【００３７】
　上記３官能以上の（メタ）アクリレートとしては、例えばトリメチロールプロパントリ
（メタ）アクリレート、ペンタエリスリトールトリ（メタ）アクリレート、トリ（（メタ
）アクリロイロキシエチル）フォスフェート、ペンタエリスリトールテトラ（メタ）アク
リレート、ジペンタエリスリトールペンタ（メタ）アクリレート、ジペンタエリスリトー
ルヘキサ（メタ）アクリレートなどが挙げられ、その市販品としては、例えばアロニック
スＭ－３０９、同Ｍ－４００、同Ｍ－４０５、同Ｍ－４５０、同Ｍ－７１００、同Ｍ－８
０３０、同Ｍ－８０６０（東亜合成（株）製）、ＫＡＹＡＲＡＤ　ＴＭＰＴＡ、同ＤＰＨ
Ａ、同ＤＰＣＡ－２０、同ＤＰＣＡ－３０、同ＤＰＣＡ－６０、同ＤＰＣＡ－１２０（日
本化薬（株）製）、ビスコート２９５、同３００、同３６０、同ＧＰＴ、同３ＰＡ、同４
００（大阪有機化学工業（株）製）などが挙げられる。
　これらの単官能、２官能または３官能以上の（メタ）アクリレートは、単独であるいは
組み合わせて用いられる。
【００３８】
　［Ｄ］成分の使用割合は、共重合体［Ａ］１００重量部に対して、好ましくは５０重量
部以下、より好ましくは３０重量部以下である。
　このような割合で［Ｄ］成分を含有させることにより、 絶縁膜の耐熱性および表面
硬度等を向上させることができる。この割合が５０重量部を超える場合には、共重合体［
Ａ］に対する相溶性が不十分となり、塗布時に膜荒れが生じることがある。
【００３９】
　上記［Ｅ］エポキシ樹脂としては、相溶性に影響がないかぎり限定されるものではない
が、好ましくはビスフェノールＡ型エポキシ樹脂、フェノールノボラック型エポキシ樹脂
、クレゾールノボラック型エポキシ樹脂、環状脂肪族エポキシ樹脂、グリシジルエステル
型エポキシ樹脂、グリシジルアミン型エポキシ樹脂、複素環式エポキシ樹脂、グリシジル
メタアクリレートを（共）重合した樹脂 挙げ る。
　これらの 、ビスフェノールＡ型エポキシ樹脂、クレゾールノボラック型エポキシ樹
脂、グリシジルエステル型エポキシ樹脂 が好ましい。
【００４０】
　［Ｅ］成分の使用割合は、共重合体［Ａ］１００重量部に対して、好ましくは３０重量
部以下である。
　このような割合で［Ｅ］成分が含有されることにより、 絶縁膜の耐熱性および表面
硬度等をさらに向上させることができる。この割合が３０重量部を超える場合には、共重
合体［Ａ］に対する相溶性が不十分となり、十分な塗膜形成能が得られないことがある。
　なお、共重合体［Ａ］も「エポキシ樹脂」といいうるが、アルカリ可溶性を有する点、
比較的高分子量が要求される点で［Ｅ］成分とは異なる。
【００４１】
　塗布性を向上するため ［Ｆ］界面活性剤 使用することができる。その市販品とし
ては、例えばＢＭ－１０００、ＢＭ－１１００（ＢＭ　ＣＨＥＭＩＥ社製）、メガファッ
クＦ１４２Ｄ、同Ｆ１７２、同Ｆ１７３、同Ｆ１８３（大日本インキ化学工業（株）製）
、フロラードＦＣ－１３５、同ＦＣ－１７０Ｃ、同ＦＣ－４３０、同ＦＣ－４３１（住友
スリーエム（株）製）、サーフロンＳ－１１２、同Ｓ－１１３、同Ｓ－１３１、同Ｓ－１
４１、同Ｓ－１４５、同Ｓ－３８２、同ＳＣ－１０１、同ＳＣ－１０２、同ＳＣ－１０３
、同ＳＣ－１０４、同ＳＣ－１０５、同ＳＣ－１０６（旭硝子（株）製）、エフトップＥ
Ｆ３０１、同３０３、同３５２（新秋田化成（株）製）、ＳＨ－２８ＰＡ、ＳＨ－１９０
、ＳＨ－１９３、ＳＺ－６０３２、ＳＦ－８４２８、ＤＣ－５７、ＤＣ－１９０（東レシ
リコーン（株）製）など フッ素系およびシリコーン系界面活性剤が挙げられる。
【００４２】
　その他にも［Ｆ］成分として、ポリオキシエチレンラウリルエーテル、ポリオキシエチ
レンステアリルエーテル、ポリオキシエチレンオレイルエーテル のポリオキシエチレ
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ンアルキルエーテル類；ポリオキシエチレンオクチルフェニルエーテル、ポリオキシエチ
レンノニルフェニルエーテルなどのポリオキシエチレンアリールエーテル類；ポリオキシ
エチレンジラウレート、ポリオキシエチレンジステアレートなどのポリオキシエチレンジ
アルキルエステル類；オルガノシロキサンポリマーＫＰ３４１（信越化学工業（株）製）
、（メタ）アクリル酸系共重合体ポリフローＮｏ . ５７、９５（共栄社油脂化学工業（株
）製）などを使用することができる。
【００４３】
　 は、共重合体［Ａ］１００重量部に対して、好ましくは５重量部以下、より
好ましくは２重量部以下で用いられる。 の量が５重量部を超える場合は塗布時
の膜あれが生じやすくなることがある。
【００４４】
　また 基体との接着性を向上させるために ［Ｇ］接着助剤を使用することもできる
。このような としては、官能性シランカップリング剤が好ましく使用され、例
えばカルボキシル基、メタクリロイル基、イソシアネート基、エポキシ基などの反応性置
換基を有するシランカップリング剤が挙げられる。具体的にはトリメトキシシリル安息香
酸、γ－メタクリロ キシプロピルトリメトキシシラン、ビニルトリアセトキシシラン
、ビニルトリメトキシシラン、γ－イソシアナートプロピルトリエトキシシラン、γ－グ
リシドキシプロピルトリメトキシシラン、β－（３，４－エポキシシクロヘキシル）エチ
ルトリメトキシシランなどが挙げられる。
【００４５】
　 は、共重合体［Ａ］１００重量部に対して、好ましくは２０重量部以下、よ
り好ましくは１０重量部以下の量で用いられる。 の量が２０重量部を超える場
合は現像残りが生じやすくなる場合がある。
【００４６】
　本発明の感放射線性樹脂組成物は、上記の共重合体［Ａ］および １，２－キノン
ジアジド化合物並びに上記の如き任意的に添加するその他の を均一に混合することに
よって調製される。通常、本発明の感放射線性樹脂組成物は、適当な溶媒に溶解されて溶
液状態で用いられる。
【００４７】
　 の調製に用いられる溶媒としては、共重合体［Ａ］、 １，２－キノンジ
アジド化合物および任意的に配合されるその他の の各成分を均一に溶解し、各成分と
反応しないものが用いられる。
【００４８】
　具体的には、例えばメタノール、エタノール のアルコール類；テトラヒドロフランな
どのエーテル類；エチレングリコールモノメチルエーテル、エチレングリコールモノエチ
ルエーテルなどのグリコールエーテル類；メチルセロソルブアセテート、エチルセロソル
ブアセテートなどのエチレングリコールアルキルエーテルアセテート類；ジエチレングリ
コールモノメチルエーテル、ジエチレングリコールモノエチルエーテル、ジエチレングリ
コールジメチルエーテルなどのジエチレングリコール類；プロピレングリコールメチルエ
ーテル、プロピレングリコールエチルエーテル、プロピレングリコールプロピルエーテル
、プロピレングリコールブチルエーテルなどのプロピレングリコールモノアルキルエーテ
ル類；プロピレングリコールメチルエーテルアセテート、プロピレングリコールエチルエ
ーテルアセテート、プロピレングリコールプロピルエーテルアセテート プロピレングリ
コールブチルエーテルアセテートなどのプロピレングリコールアルキルエーテルアセテー
ト類；プロピレングリコールメチルエーテルプロピオネート、プロピレングリコールエチ
ルエーテルプロピオネート、プロピレングリコールプロピルエーテルプロピオネート、プ
ロピレングリコールブチルエーテルプロピオネートなどのプロピレングリコールアルキル
エーテル 類；トルエン、キシレンなどの芳香族炭化水素類；メチルエチル
ケトン、シクロヘキサノン、４－ヒドロキシ－４－メチル－２－ペンタノンなどのケトン
類；
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【００４９】
および酢酸メチル、酢酸エチル、酢酸プロピル、酢酸ブチル、２－ヒドロキシプロピオン
酸エチル、２－ヒドロキシ－２－メチルプロピオン酸メチル、２－ヒドロキシ－２－メチ
ルプロピオン酸エチル、ヒドロキシ酢酸メチル、ヒドロキシ酢酸エチル、ヒドロキシ酢酸
ブチル、乳酸メチル、乳酸エチル、乳酸プロピル、乳酸ブチル、３－ヒドロキシプロピオ
ン酸メチル、３－ヒドロキシプロピオン酸エチル、３－ヒドロキシプロピオン酸プロピル
、３－ヒドロキシプロピオン酸ブチル、２－ヒドロキシ－３－メチルブタン酸メチル、メ
トキシ酢酸メチル、メトキシ酢酸エチル、メトキシ酢酸プロピル、メトキシ酢酸ブチル、
エトキシ酢酸メチル、エトキシ酢酸エチル、エトキシ酢酸プロピル、エトキシ酢酸ブチル
、プロポキシ酢酸メチル、プロポキシ酢酸エチル、プロポキシ酢酸プロピル、プロポキシ
酢酸ブチル、ブトキシ酢酸メチル、ブトキシ酢酸エチル、ブトキシ酢酸プロピル、ブトキ
シ酢酸ブチル、２－メトキシプロピオン酸メチル、２－メトキシプロピオン酸エチル、２
－メトキシプロピオン酸プロピル、２－メトキシプロピオン酸ブチル、２－エトキシプロ
ピオン酸メチル、２－エトキシプロピオン酸エチル、２－エトキシプロピオン酸プロピル
、２－エトキシプロピオン酸ブチル、２－ブトキシプロピオン酸メチル、２－ブトキシプ
ロピオン酸エチル、２－ブトキシプロピオン酸プロピル、２－ブトキシプロピオン酸ブチ
ル、３－メトキシプロピオン酸メチル、３－メトキシプロピオン酸エチル、３－メトキシ
プロピオン酸プロピル、３－メトキシプロピオン酸ブチル、３－エトキシプロピオン酸メ
チル、３－エトキシプロピオン酸エチル、３－エトキシプロピオン酸プロピル、３－エト
キシプロピオン酸ブチル、３－プロポキシプロピオン酸メチル、３－プロポキシプロピオ
ン酸エチル、３－プロポキシプロピオン酸プロピル、３－プロポキシプロピオン酸ブチル
、３－ブトキシプロピオン酸メチル、３－ブトキシプロピオン酸エチル、３－ブトキシプ
ロピオン酸プロピル、３－ブトキシプロピオン酸ブチルなどのエステル類が挙げられる。
【００５０】
　これらの 、溶解性、各成分との反応性および塗膜の形成のしやすさから、グリコー
ルエーテル類、エチレングリコールアルキルエーテルアセテート類、エステル類およびジ
エチレングリコール類が好ましく用いられる。
【００５１】
　さらに 前記溶媒とともに高沸点溶媒を併用することもできる。併用できる高沸点溶媒
としては、例えばＮ－メチルホルムアミド、Ｎ，Ｎ－ジメチルホルムアミド、Ｎ－メチル
ホルムアニリド、Ｎ－メチルアセトアミド、Ｎ，Ｎ－ジメチルアセトアミド、Ｎ－メチル
ピロリドン、ジメチルスルホキシド、ベンジルエチルエーテル、ジヘキシルエーテル、ア
セトニルアセトン、イソホロン、カプロン酸、カプリル酸、１－オクタノール、１－ノナ
ノール、ベンジルアルコール、酢酸ベンジル、安息香酸エチル、シュウ酸ジエチル、マレ
イン酸ジエチル、γ－ブチロラクトン、炭酸エチレン、炭酸プロピレン、フェニルセロソ
ルブアセテートなどが挙げられる。
【００５２】
　また上記のように調製された溶液は、孔径０．２μｍ程度のミリポアフィルタなどを用
いて濾過した後、使用に供することもできる。
【００５３】

　次に 本発明の感放射線性樹脂組成物を用いて、本発明の層間絶縁膜、マイクロレンズ
を形成する方法について述べる。
（１）調製した 組成物 溶液を基板表面に塗布し、プ ベークを行うこと
により溶剤を除去して 感放射線性樹脂組成物の塗膜を形成する。
（２）形成された塗膜に所定のパターンのマスクを介して、放射線を照射した後、現像液
を用いて現像して放射線の照射部分を除去することにより パターニングを行う。
（３）必要に応じて、さらに放射線を照射した後、 を行い、目的の層間絶縁膜、また
はマイクロレンズに対応するパターン状薄膜を得る。
【００５４】
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　上記（１）の工程において、溶液の塗布方法としては、特に限定されず、例えばスプレ
ー法、ロールコート法、回転塗布法、バー塗布法等の各種の方法を採用することができる
。
　プ ベークの条件としては、各成分の種類、使用割合等によっても異なるが、通常６０
～１１０℃で３０秒間～１５分間程度である。
　上記（２）の工程において用いられる放射線としては、例えばｇ線（波長４３６ｎｍ）
、ｉ線（波長３６５ｎｍ）等の紫外線、ＫｒＦエキシマレーザー等の遠紫外線、シンクロ
トロン放射線等のＸ線、電子線等の荷電粒子線が挙げられ、これらの 、ｇ線およびｉ
線が好ましいものとして挙げられる。
　現像に用いられる現像液としては、水酸化ナトリウム、水酸化カリウム、炭酸ナトリウ
ム、ケイ酸ナトリウム、メタケイ酸ナトリウム、アンモニア、エチルアミン、ｎ－プロピ
ルアミン、ジエチルアミン、ジエチルアミノエタノール、ジ－ｎ－プロピルアミン、トリ
エチルアミン、メチルジエチルアミン、ジメチルエタノールアミン、トリエタノールアミ
ン、テトラメチルアンモニウムヒドロキシド、テトラエチルアンモニウムヒドロキシド、
ピロール、ピペリジン、１，８－ジアザビシクロ〔５，４，０〕－７－ウンデセン、１，
５－ジアザビシクロ〔４，３，０〕－５－ノナン のアルカリ類の水溶液を用いること
ができる。
　また、上記のアルカリ類の水溶液にメタノール、エタノール の水溶性有機溶媒や界
面活性剤を適当量添加した水溶液、または本発明の 組成物を溶解する各種
有機溶媒を現像液として使用することができる。
　さらに、現像方法としては、液盛り法、ディッピング法、揺動浸漬法等を利用すること
ができる。
【００５５】
（３）現像後に、パターニングされた薄膜に対して例えば流水洗浄による を行い、

さらに高圧水銀灯などによる放射線を全面に照射することにより、当該薄膜
中に残存する１，２－キノンジアジト化合物の分解処理を行った後、この薄膜を、ホット
プレート、オーブン等の加熱装置により焼成することにより、当該薄膜の硬化処理を行う
。
　この硬化処理における焼成温度は、例えば１５０～２５０℃であり、焼成時間は、例え
ば５～９０分間（ホットプレート上で焼成を行う場合には５～３０分間、オーブン中で焼
成を行う場合には３０～９０分間）である。
　このようにして、目的とする層間絶縁膜、またはマイクロレンズに対応する、優れたパ
ターン状薄膜を基板表面に形成することができる。
　上記のようにして形成された層間絶縁膜、マイクロレンズは、後述の実施例から明らか
にされるように、耐熱性、耐溶剤性、透明性等に優れるものである。
　

　

【００５６】
【実施例】
　以下に合成例、実施例を示して、本発明をさらに具体的に説明するが、本発明は以下の
実施例に限定されるものではない。
【００５７】
合成例１
　冷却管 攪拌機を備えたフラスコに、２，２’－アゾビス（２，４－ジメチルバレ
ロニトリル）８重量部、ジエチレングリコールエチルメチルエーテル２２０重量部を仕込
んだ。引き続きスチレン２０重量部、メタクリル酸２０重量部、メタクリル酸グリシジル
４０重量部およびフェニルマレイミド２０重量部を仕込み窒素置換した後、ゆるやかに撹
拌を始めた。溶液の温度を７０℃に上昇させ、この温度を５時間保持し 共重合体［Ａ－
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また、本発明の層間絶縁膜は、ＴＦＴ型液晶表示素子や集積回路素子に設けられる層間
絶縁膜として好適である。

さらに、本発明のマイクロレンズは、オンチップカラーフィルターの結像光学系あるい
は光ファイバコネクタの光学系材料として好適である。

および

、



１］を含む重合体溶液を得た。得られた重合体溶液の固形分濃度は、３０．６重量％であ
った。
【００５８】
合成例２
　冷却管および攪拌機を備えたフラスコに、２，２’－アゾビス（２，４－ジメチルバレ
ロニトリル）８重量部およびジエチレングリコールエチルメチルエーテル２２０重量部を
仕込んだ。引き続きスチレン１０重量部、メタクリル酸２０重量部、メタクリル酸グリシ
ジル４０重量部、ジシクロペンタニルメタクリレート２０重量部およびフェニルマレイミ
ド１０重量部を仕込み窒素置換した後、ゆるやかに撹拌を始めた。溶液の温度を７０℃に
上昇させ、この温度を５時間保持し 共重合体［Ａ－２］を含む重合体溶液を得た。得ら
れた重合体溶液の固形分濃度は３１．０重量％であった。
【００５９】
合成例３
　冷却管および攪拌機を備えたフラスコに、２，２’－アゾビス（２，４－ジメチルバレ
ロニトリル）８重量部およびジエチレングリコールエチルメチルエーテル２２０重量部を
仕込んだ。引き続きスチレン１０重量部、メタクリル酸２０重量部、メタクリル酸グリシ
ジル３０重量部、ｐ－ビニルベンジルグリシジルエーテル１５重量部、ジシクロペンタニ
ルメタクリレート１５重量部およびフェニルマレイミド１０重量部を仕込み窒素置換した
後、ゆるやかに撹拌を始めた。溶液の温度を７０℃に上昇させ、この温度を５時間保持し

共重合体［Ａ－３］を含む重合体溶液を得た。得られた重合体溶液の固形分濃度は３１
．０重量％であった。
【００６０】
合成例４
　冷却管および攪拌機を備えたフラスコに、２，２’－アゾビス（２，４－ジメチルバレ
ロニトリル）８重量部およびジエチレングリコールエチルメチルエーテル２２０重量部を
仕込んだ。引き続きスチレン１０重量部、メタクリル酸２０重量部、メタクリル酸グリシ
ジル４０重量部、ジシクロペンタニルメタクリレート１５ 部およびフェニルマレイミ
ド１０重量部を仕込み窒素置換した後 さらに１，３－ブタジエン５重量部を仕込みゆる
やかに撹拌を始めた。溶液の温度を７０℃に上昇させ、この温度を５時間保持し 共重合
体［Ａ－４］を含む重合体溶液を得た。得られた重合体溶液の固形分濃度は３１．２％重
量であった。
【００６１】
実施例１
〔感放射線性樹脂組成物の 調製〕
　合成例１で得られた重合体溶液（共重合体  [Ａ－１ ] １００重量部に相当）と、

として２，３，４，４ －テトラヒドロキシベンゾフェノン－１，２－ナフトキノン
ジアジド－４－スルホン酸エステル３０重量部とを混合し、固形分濃度が３０重量％にな
るようにジエチレングリコールエチルメチルエーテルに溶解させた後、孔径０．２μｍの
ミリポアフィルタで濾過して 感放射線性樹脂組成物の溶液（Ｓ－１）を調製した。
【００６２】
〔感放射線性樹脂組成物の評価〕
　上記 （Ｓ－１）について感放射線性の評価を行い、さらに （Ｓ－１） ら形成
されたパターン状薄膜について耐溶剤 、耐熱性、透明性、耐熱変色性の評価を行った。
【００６３】
〔感放射線性の評価〕
　シリコン基板上にスピンナーを用いて、上記 （Ｓ－１）を塗布した後、９０℃で２
分間ホットプレート上でプレベークして 膜厚３．０ の塗膜を形成した。得られた塗
膜に 幅３μｍのパターンを有するパターンマスクを介して 水銀ランプによって所定量
の紫外線を照射した。次いで テトラメチルアンモニウムヒドロキシド０．４重量％水溶
液よりなる現像液を用い ２５℃で９０秒現像を行った後、超純水で１分間流水洗浄を行
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った。
　このとき、幅３ のパターンが現像液に完全に溶解するために必要な最小紫外線照射
量（以下、「パターン形成最小露光量」という。）を測定した。パターン形成最小露光量
が８０ｍＪ／ｃｍ 2  未満の場合 感放射線性は優良、８０～１００ｍＪ／ｃｍ 2  の場合
感放射線性は良好、１００ｍＪ／ｃｍ 2  を越える場合、感放射線性は不良と る。

【００６４】
〔耐溶剤性の評価〕
　シリコン基板上にスピンナーを用いて、上記 （Ｓ－１）を塗布した後、９０℃で２
分間ホットプレート上でプレベークして 膜厚３．０ の塗膜を形成した。得られた塗
膜に 水銀ランプによって積算照射量が３００ｍＪ／ｃｍ 2  となるように紫外線を照射し

次いで、このシリコン基板をクリーンオーブン内で２２０℃で１時間焼成することに
より、塗膜の硬化処理を行い、得られた硬化膜の膜厚（Ｔ１）を測定した。そして、この
硬化膜が形成されたシリコン基板を７０℃に温度制御されたジメチルスルホキシド中に２
０分間浸漬させた後、当該硬化膜の膜厚（ｔ１）を測定し、浸漬による膜厚変化率｛（ｔ
１－Ｔ１）／Ｔ１｝×１００〔％〕を算出した。
　この値の絶対値が５％未満の場合 耐溶剤性は優良、５～１０％の場合 耐溶剤性は良
好、１０％を越える場合、耐溶剤性は不良といえる。結果を表１に示す。
【００６５】
〔耐熱性の評価〕
　上記の耐溶剤性の評価と同様にして硬化膜を形成し、得られた硬化膜の膜厚（Ｔ２）を
測定した。次いで、この硬化膜 基板をクリーンオーブン内で２４０
℃で１時間追加ベークした後、当該硬化膜の膜厚（ｔ２）を測定し、追加ベークによる膜
厚変化率｛（ｔ２－Ｔ２）／Ｔ２｝×１００〔％〕を算出した。
　この値の絶対値が５％未満の場合 耐熱性は優良、５～１０％の場合 耐熱性 良好、
１０％を越える場合 耐熱性は不良といえる。結果を表１に示す。
【００６６】
〔透明性の評価〕
　上記の耐溶剤性の評価において、シリコン基板の代わりにガラス基板「コーニング７０
５９（コーニング社製）」を用いたこと以外は同様にして ガラス基板上に硬化膜を形成
した。この硬化膜 ガラス基板の光線透過率を 分光光度計「１５０－２０型
ダブルビーム（日立製作所製）」を用いて４００～８００ｎｍの範囲の波長で測定した。
　このときの最低透過率が９０％以上の場合 透明性は優良、８５％以上で９０％未満の
場合 透明性 良好、８５％未満 場合 透明性は不良と える。結果を表１に示す。
【００６７】
〔耐熱変色性の評価〕
　上記の透明性の評価と同様にしてガラス基板上に硬化膜を形成した。次いで、この硬化
膜 基板をクリーンオーブン内で２４０℃で１時間追加ベークした。こ
の硬化膜 ガラス基板の追加ベーク後の光線透過率を 分光光度計「１５０－
２０型ダブルビーム（日立製作所製）」を用いて４００～８００ｎｍの範囲の波長で測定
した。
　このときの最低透過率が９０％以上の場合、耐熱変色性 優良、８５以上で９０％未満
の場合、耐熱変色性 良好、８５％未満 場合、耐熱変色性は不良といえる。結果を表１
に示す。
【００６８】
　実施例２
　実施例１において、共重合体［Ａ－１］を含む重合体溶液の代わりに共重合体［Ａ－２
］を含む重合体溶液を使用した他は、実施例１と同様にして 溶液
（Ｓ－２）を調製し 評価した。結果を表１に示す。
【００６９】
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　実施例３
　実施例１において、共重合体［Ａ－１］を含む重合体溶液の代わりに共重合体［Ａ－３
］を含む重合体溶液を使用した他は、実施例１と同様にして 溶液
（Ｓ－３）を調製し 評価した。結果を表１に示す。
【００７０】
　実施例４
　実施例１において、共重合体［Ａ－１］を含む重合体溶液の代わりに共重合体［Ａ－４
］を含む重合体溶液を使用した他は、実施例１と同様にして 溶液
（Ｓ－４）を調製し 評価した。結果を表１に示す。
【００７１】
　実施例５
　実施例４において、 として１，１，３－トリス（２，５－ジメチル－４－ヒ
ドロキシフェニル－３－フェニル）プロパン（１モル）と１，２－ナフトキノンジアジド
－５－スルホン酸クロリド（１．９モル）との縮合物（１，１，３－トリス（２，５－ジ
メチル－４－ヒドロキシフェニル）－３－フェニルプロパン－１，２－ナフトキノンジア
ジド－４－スルホン酸エステル）を３０重量部用いた他は、実施例４と同様にして

溶液（Ｓ－５）を調製し 評価した。結果を表１に示す。
【００７２】
【表１】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【００７３】
【発明の効果】
　本発明の感放射線性樹脂組成物は、高い感放射線性が得られ、耐溶剤性、透明性および
耐熱性に優れたパターン状薄膜を容易に形成することができる。
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